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景観法の制定により創設された景観重要公共施設制度は，総合的な景観形成に資する新たな制度として，その活

用が期待された．しかし現状では，必ずしも制度が十分に活用されているとは言い難い状況にある．そこで，本論

では，まず，全国の地方公共団体及び景観計画策定団体を対象としたアンケート調査や景観計画の記載内容の分析

に基づき，景観重要公共施設制度の活用実態を把握するとともに，制度を活用するうえでの課題を把握・整理した．

そのうえで，先進的に景観重要公共施設制度を活用している神奈川県内の景観行政団体及び公共施設管理者等を対

象としたヒアリング調査に基づき，景観重要公共施設制度の活用方策について分析した．さらに，先進事例の分析

に基づき，総合的な景観形成に資する景観重要公共施設制度の効果的な活用に向けた留意事項について考察した． 
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１．はじめに 

 

道路や河川，都市公園等の公共施設は，建築物や工作

物等とともに，地域の景観を構成する重要な要素の一つ

である．2004（平成 16）年 6 月に制定された「景観法」

（以下，法という）では，こうした公共施設とその周辺

の建築物等が一体となった景観形成を図ることを可能と

するため，景観行政団体が，地域の良好な景観の形成に

重要な公共施設を景観重要公共施設とし，景観計画にそ

の整備に関する事項や占用等の許可の基準を定めること

ができる制度（以下，景観重要公共施設制度という）が

用意された（法第 8 条第 2 項第 5 号ロ，ハ）． 

法制定当初，景観重要公共施設制度は，景観行政団体

とは管理者の異なる公共施設についても整備に関する事

項等を定めることができる点や，民間の建築行為等の規

制に関する事項だけではなく，公共施設の整備に関する

事項も一体的に景観計画に定めることができる点など，

総合的な景観形成に資する新たな制度として活用が期待

された 1)．しかし，実際に景観行政団体が策定する景観

計画において，景観重要公共施設の指定が進んでいない

ことなどから，制度の積極的な活用の必要性が強く指摘

されている 2)． 

国土交通省が全国の地方公共団体を対象に実施したア

ンケート調査 3)では，景観重要公共施設制度の活用意向

は 3 割程度（2009（平成 21）年 8 月 1 日時点），さらに

景観重要公共施設制度を活用している景観計画策定団体

は，全 188 団体中 55 団体（29.3％）であり（2009（平成

21）年 8 月 1 日時点），必ずしも制度が十分に活用されて

いるとは言い難い状況にある． 

こうした背景を踏まえ，本論においては，公共施設と

建築物等が一体となった良好な景観形成の実現に向けて，

景観重要公共施設制度の活用上の課題を抽出するととも

に，制度の効果的な活用方策を明らかにすることを目的

とする．本論では，まず，全国の地方公共団体を対象と

したアンケート調査や景観計画の実際の記載内容の分析

に基づき，景観重要公共施設制度の活用実態を把握する

とともに，制度を活用するうえでの課題を抽出する．さ

らに，抽出された課題を踏まえ，先進的に景観重要公共

施設制度を活用している神奈川県内の景観行政団体及び

公共施設管理者等を対象としたヒアリング調査に基づき，

景観重要公共施設制度の効果的な活用に向けた留意事項

について考察する． 

 

 



２．景観重要公共施設制度の活用上の課題 

 

(1) 景観重要公共施設制度の概要（図-1） 

前述の通り，景観法では，景観行政団体が，景観計画

に景観重要公共施設の整備に関する事項及び占用等の許

可の基準を定めることができるとしている（法第 8 条第

2 項第 5 号ロ，ハ）．さらに，それらの事項等が着実に実

施されるよう，整備に関する事項が定められた場合には，

当該景観重要公共施設の整備は，景観計画に即して行わ

れなければならず（法第 47 条），また，占用等の許可の

基準が定められた場合には，当該景観重要公共施設の管

理者は，その基準に適合していなければ，占用等の許可

をしてはならない（法第 49 条～第 54 条）としている． 

ただし，景観行政団体の自由裁量で整備に関する事項

等を定めることができるわけではなく，景観行政団体が

当該公共施設の管理者である場合を除き，景観計画に整

備に関する事項等を定める際には，景観行政団体は，そ

の内容についてあらかじめ当該公共施設の管理者に協議

し，その同意を得なければならない（法第 9 条第 4 項）．

さらに，整備に関する事項や占用等の許可の基準は，そ

れぞれの公共施設の整備または管理に関する方針や計画

（たとえば，各事業分野の整備計画等）に適合するもの

でなければならない（法第 8 条第 8 項）． 

一方，公共施設管理者の立場から，景観重要公共施設

制度の活用を要請することもできる．公共施設管理者は，

景観行政団体に対し，景観計画区域内で自らが管理する

公共施設について，景観重要公共施設として整備に関す

る事項や占用等の許可の基準を定めることを要請するこ

とができる（法第 10 条第 1 項）．また，景観計画に定め

られた景観重要公共施設の管理者は，景観行政団体に対

し，整備に関する事項や占用等の許可の基準の追加や変

更を要請することもできる（法第 10 条第 2 項）．なお，

こうした要請があった場合には，景観行政団体はこれを

尊重しなければならない（法第 10 条第 3 項）． 

さらに，景観行政団体や景観重要公共施設の管理者等

が，景観重要公共施設等に関する協議を行う場も用意さ

れている．景観法では，景観計画区域における良好な景

観の形成に必要な協議を行うため，景観行政団体や景観

重要公共施設の管理者等は，景観協議会を組織すること

ができ（法第 15 条第 1 項），景観協議会で協議がととのっ

た事項については，協議会の構成員はそれを尊重しなけ

ればならないとしている（法第 15 条第 3 項）． 

このように，景観重要公共施設制度は，景観計画に基

づく総合的な景観形成の取組みを進めるうえで，景観行

政団体と公共施設管理者とのいわば接点としての役割を

担っていると考える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 景観重要公共施設制度の概要 

 

(2) アンケート調査結果の分析 

a) 活用意向調査結果の分析 

国土交通省では，2009（平成 21）年 8 月に，全国の地

方公共団体を対象に，2009（平成 21）年 8 月 1 日時点の

景観法の活用意向に関するアンケート調査を実施した 4)．

このうち，景観重要公共施設については，活用意向とし

て，「a 活用している」，「b 今後活用したい」，「c 活用し

たいと思わない・分からない」の 3 つの選択肢の択一で

回答を求めた．さらに，活用意向で「b 今後活用したい」

もしくは「c 活用したいと思わない・分からない」を選

択した場合は，活用しない理由もしくは活用に当たって

の課題について，「a 施設管理者の同意を得るのが困難」，

「b 近隣市町村等との調整が困難」，「c 指定を検討する

施設がない」，「d その他」の 4 つの選択肢で複数選択可

能として回答を求めた．なお，「d その他」の選択肢につ

いては，自由記述欄を設けてその他の内容を記述できる

ようにした．アンケート調査の結果は，図-2，3 に示す

とおりである． 

活用意向に関しては，「c 活用したいと思わない・分か

らない」とした団体が全体の 68.1％を占め，「a 活用して

いる」の 2.8％，及び「b 今後活用したい」の 29.0％を大

きく上回り，活用意向が高いとは言い難い状況が浮き彫

りとなった．活用しない理由・活用に当たっての課題に

関しては，無回答を除いた割合では「c 指定を検討する

施設がない」が 59.8％と最も高く，「d その他」が 26.0％，

「a 施設管理者の同意を得るのが困難」が 11.5％，「b 近

隣市町村等との調整が困難」が 2.7％となった．また，「d 

その他」の内容に関する自由記述を見ると，都道府県で

は「景観ガイドライン等で対応する」や「市町村が活用

すべき」とする記述が比較的多く，市町村では「制度活

用のメリットがわからない」，「現在景観計画を策定中で

ある」，「整備費や維持管理費の確保が課題である」とす

る記述が比較的多く見られた． 

景観行政団体 公共施設管理者 

景観計画に定める事項の協議・同意（法第9条第4項）

各事業分野の整備計画等への適合（法第8条第8項）

景観重要公共施設指定の要請（法第10条第1項） 
整備に関する事項等の追加・変更（法第10条第2項）

景観協議会の設置（法第15条第1項） 
協議事項の尊重（法第15条第3項） 

整備に関する事項 

（法第8条第2項第5号ロ）

景観計画に即した整備

（法第47条） 

占用等の許可の基準 

（法第8条第2項第5号ハ）

基準に基づく占用許可

（法第49条～54条）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 アンケート調査結果（活用意向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 アンケート調査結果（活用しない理由・活用に当たっての課題） 

 

活用しない理由・活用に当たっての課題について，調

査結果に基づき考察すると，まず，6 割近くの地方公共

団体が「c 指定を検討する施設がない」と回答しており，

公共施設と周辺の建築物等の一体的景観形成という制度

の趣旨が理解されていない，もしくはその必要性が認識

されていないと考える．さらに，「d その他」の内容とし

て「制度活用のメリットがわからない」とする記述が比

較的多いことから，制度の趣旨とともに，制度活用によ

る効果も十分には理解されていないと考える．また，建

築物等の規制に関する事項と景観重要公共施設の整備等

に関する事項を景観計画に一体的に位置付けることが制

度の趣旨に適う活用方策であるが，「d その他」の内容と

して「現在景観計画を策定中である」とする記述が比較

的多く，制度の活用方策についても十分に浸透している

とは言い難いと考える． 

一方，「a 施設管理者の同意を得るのが困難」とする回

答や，「d その他」の内容として「整備費や維持管理費の

確保が課題である」とする記述が比較的多いことは，景

観行政団体が公共施設管理者との協議・同意のプロセス

に対して抱く抵抗感の表れであると考える．なお，「d そ

の他」の内容として「景観ガイドライン等で対応する」

とする記述も比較的多く，景観ガイドラインの役割の一

つとして，景観重要公共施設制度の代替としての役割が

想定されていることが読み取れる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 景観重要公共施設の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 占用等の許可の基準の内訳 

 

b) 施行実績調査結果の分析 

活用意向調査と並行して，国土交通省では，2009（平

成 21）年 8 月に，景観計画策定団体を対象に，2009（平

成 21）年 8 月 1 日時点の景観法の施行実績に関する調査

を実施した 5)．このうち，景観重要公共施設に関しては，

景観重要公共施設に指定している施設の名称及び管理者，

さらに占用等の許可の基準の有無について回答を求めた． 

その結果，2009（平成 21）年 8 月 1 日時点の景観計画

策定団体 188 団体のうち，景観重要公共施設を指定して

いる団体は 55 団体，全体の 29.3％にとどまり，さらに，

占用等の許可の基準を定めている団体は 21 団体，全体の

11.2％となり，制度が十分に活用されているとは言い難

い状況が浮き彫りとなった．なお，景観重要公共施設を

指定している団体の内訳は，都道府県，政令市，中核市

がそれぞれ 5 団体，その他市町村が 40 団体であった．ま

た，占用等の許可の基準を定めている団体の内訳は，政

令市が 1 団体，中核市が 2 団体，その他市町村が 18 団体

であった． 

指定されている景観重要公共施設の種別を見ると，道

路を指定している団体が 53 団体で最も多く，河川が 36

団体，都市公園が 26 団体と続き（図-4），道路，河川，

都市公園が景観重要公共施設の大半を占めていることが

わかった．また，占用等の許可の基準の内訳を見ると，

指定されている景観重要公共施設の種別に対応するよう

に，道路法関係が 21 団体で最も多く，河川法関係が 11

団体，都市公園法関係が 8 団体と続いていることがわ

かった（図-5）． 

34

598

142

740

322

0 200 400 600 800

a 施設管理者の同意を 
得るのが困難 

b 近隣市町村等との 
調整が困難 

c 指定を検討する 
施設がない 

d その他 

無回答 

（件）

53

36

26

3

3

6

7

0 10 20 30 40 50 60

道路

河川

都市公園

海岸

港湾

漁港

その他

（件）

21

11

8

3

0

5

0 10 20 30（件）

道路法第32 条第1 項又は第3 項の許可の基準 

河川法第24 条，第25 条，第26 条第1 項 
又は第27 条第1 項の許可の基準 

都市公園法第5 条第1 項又は第6 条第1 項 
若しくは第3 項の許可の基準 

海岸法第7 条第1 項，第8 条第1 項，第37 条の 4 
又は第37 条の 5 の許可の基準 

港湾法第37 条第1 項の許可の基準 

漁港漁場整備法第39 条第1 項の許可の基準 

c 活用したいと 
思わない・ 
分からない 
68.1％ 

b 今後活用 
したい 
29.0％ 

a 活用している
2.8％ 

無回答 
0.1％ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 景観重要公共施設の管理者の内訳 

 

次に，景観重要公共施設の管理者について，公共施設

の種別ごとに，国・都道府県・市町村等の別に，それぞ

れの機関が管理する公共施設を景観重要公共施設として

指定している景観行政団体数をまとめたものが図-6 で

ある．公共施設の種別ごとに多少のばらつきはあるが，

全体としては，国管理施設を指定している団体は全 55

団体中 30 団体（54.5％），都道府県管理施設を指定して

いる団体は 41 団体（74.5％），市町村等管理施設を指定

している団体は 43 団体（78.2％）であった．このうち，

市町村が景観行政団体として策定する景観計画に指定さ

れている景観重要公共施設に限ってみると，国管理施設

は全 50 団体中 26 団体（52.0％），都道府県管理施設は 37

団体（74.0％），市町村等管理施設は 42 団体（84.0％）で

あった． 

国管理施設を指定している団体よりも都道府県もしく

は市町村等管理施設を指定している団体のほうが多い状

況にあるが，景観法活用意向調査において，景観重要公

共施設制度について，「活用しない理由・活用に当たって

の課題」として「施設管理者の同意を得るのが困難」と

する地方公共団体が比較的多かったのに対して，この内

訳を見ると，景観重要公共施設制度を活用している市町

村は，国の機関や都道府県の管理する公共施設について

も，ある程度積極的に景観重要公共施設に指定している

ことがわかる． 

 

(3) 景観計画の記載内容に関する分析 

a) 分析対象・分析方法 

景観法施行実績調査を踏まえ，景観重要公共施設を指

定している 55 団体の景観計画について，景観重要公共施

設に関する記載内容の分析を行った．分析対象は，景観

重要公共施設の整備に関する事項（法第 8 条第 2 項第 5

号ロ関係）及び占用等の許可の基準（法第 8 条第 2 項第

5 号ハ関係）に関する記載とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 整備に関する事項の記載内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 対象として想定している整備段階 

 

整備に関する事項の分析に当たっては，景観計画の具

体的な記載内容について，対象施設のまとまりごとに「整

備内容を具体的に記載している」か「整備の考え方もし

くは方針のみ記載している」かの分類を行った．この際，

たとえば照明柱や防護柵，橋梁，歩道舗装，街路樹など

整備対象を明確にし，これらを対象として色彩，舗装材，

樹種などを指定もしくはその候補を掲げているものは

「整備内容を具体的に記載している」として分類し，具

体的な整備対象物を示さないもの，あるいは，整備対象

について具体的な整備内容の記載がないものは「整備の

考え方もしくは方針のみ記載している」として分類した．

さらに，各事項が対象として想定している整備段階（「構

想・計画段階」，「設計・施工段階」，「維持管理段階」）を

記載内容から読み取り，分類を行った． 

占用等の許可の基準の分析に当たっては，景観計画の

具体的な記載内容について，対象施設のまとまりごとに

「基準内容を具体的に記載している」か「基準の考え方

もしくは方針のみ記載している」かの分類を行った．こ

の際，たとえば使用できる色彩の範囲を指定したり，工

作物等の素材や形態，設置位置等を規定しているものは

「基準内容を具体的に記載している」として分類し，た

とえば「地区にふさわしい形態」や「周辺のまちなみと

の調和に配慮した形態」といった具体的な制限等を規定

していないものは「基準の考え方もしくは方針のみを記

載している」として分類した． 
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図-9 占用等の許可の基準の記載内容 

 

b) 整備に関する事項の記載内容の分析（図-7，8） 

整備に関する事項の具体的な記載内容について分析し

た結果，公共施設の種別ごとに多少のばらつきはあるが，

全体としてみると，「整備内容を具体的に記載している」

が 25.5％であるのに対し，「整備の考え方もしくは方針の

み記載している」が 74.5％となり，考え方もしくは方針

のみの記載が具体的な記載を大きく上回った．また，対

象として想定している整備段階は，「構想・計画段階」が

50.2％，「設計・施工段階」が 26.9％，「維持管理段階」

が 22.9％となり，「構想・計画段階」が 5 割を超える結果

となった． 

景観法では，国の機関や地方公共団体は，当該地域の

景観計画において届出を要する行為をしようとするとき

は，あらかじめ景観行政団体に通知しなければならない

としている（法第 16 条第 5 項）．さらに，この通知があっ

た場合，景観行政団体は，必要に応じて国の機関や地方

公共団体に協議を求めることができるとしている（法第

16 条第 6 項）．しかし，景観計画に景観重要公共施設の

整備に関する事項が定められた場合，これに基づき行わ

れる行為については，国の機関や地方公共団体が景観行

政団体への通知を行う必要がなくなる（法第 16 条第 7

項第 4 号）．つまり，法的には，景観行政団体とは管理者

の異なる公共施設を景観重要公共施設とし，整備に関す

る事項を定めた場合，その事項に即して行われる実際の

整備について，景観行政団体と当該公共施設管理者との

間で，協議を行う場は設定されないことになる． 

すなわち，整備に関する事項として，考え方もしくは

方針のみ記載した場合や，構想・計画段階を対象として

想定した事項を記載した場合は，実際に行われる整備が

景観行政団体の意図したものとなるよう，景観行政団体

と当該公共施設管理者との間で，具体的な整備内容につ

いて，継続的に協議もしくは確認する体制や仕組みを構

築することが重要であると考える． 

 

 

 

c) 占用等の許可の基準の記載内容の分析（図-9） 

占用等の許可の基準の具体的な記載内容について分析

した結果，公共施設の種別ごとに多少のばらつきはある

が，全体としてみると，「基準内容を具体的に記載してい

る」が 69.1％であるのに対し，「基準の考え方もしくは方

針のみ記載している」が 30.9％となり，具体的な記載が

考え方もしくは方針のみの記載を大きく上回った． 

整備に関する事項とは異なり，占用等の許可の基準で

は，具体的な記載が約 7 割を占める結果となった．これ

は，景観計画に占用等の許可の基準が定められると，当

該基準に基づき，管理者が実際に基準への適合を判断し

なければならないことから，その判断を行いやすいよう，

より具体的な基準が必要とされるためであると考える．

また，そうした具体的な基準の設定に当たっては，基準

の内容について，景観行政団体と公共施設管理者との間

で十分な協議が必要であり，景観行政団体が公共施設管

理者の同意を得るまでにかなりの時間を要することが想

定される．このことが，景観計画に占用等の許可の基準

を定める団体が少ない一因であると推察する． 

なお，具体的な記載のうち，93.6％で色彩に関する何

らかの記載があり，さらに 57.4％でマンセル値による色

彩の定量的基準が定められていた．また，具体的な記載

のうち，工作物の高さなどマンセル値以外の定量的基準

が定められていたのは 13.6％にとどまった．これらは，

占用等の許可の基準として，色彩に関する基準が適合の

判断を行いやすい，あるいは管理者の同意を得やすい基

準であり，さらに，定量的基準として，色彩以外の基準

設定が困難であることを示していると考える． 

一方，整備に関する事項と同様，景観法では，景観計

画に景観重要公共施設に関する占用等の許可の基準が定

められた場合，この許可を受けて行われる行為について

は，景観行政団体へ届け出なくてよいとしている（法第

16 条第 7 項第 5 号）．そのため，特に景観行政団体とは

管理者の異なる景観重要公共施設について，占用等の許

可の基準として考え方もしくは方針のみ記載している場

合や，具体的な記載であっても，一義的・定量的な基準

ではなく，裁量的・定性的な基準である場合等には，管

理者の行う基準への適合の判断が，景観行政団体の意図

した通りに行われるよう，景観行政団体と当該公共施設

管理者との間で，適合の判断について協議もしくは確認

する体制や仕組みを構築することが重要であると考える． 

 

(4) 制度活用上の課題のまとめ 

以上の分析に基づき，景観行政団体の立場から見た景

観重要公共施設制度の活用上の課題について，a) 制度の

趣旨等の周知，b) 公共施設管理者との協議における留意

事項の抽出，c) 継続的な協議・確認の体制や仕組みの構

築，3 つの視点から取りまとめる． 
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a) 制度の趣旨等の周知 

アンケート調査によると，景観重要公共施設制度を活

用する意向のない地方公共団体は 7 割近くに上り，また，

景観計画策定団体のうち，景観重要公共施設制度を活用

している団体は 3 割弱，占用等の許可の基準を定めてい

る団体は 1 割程度にとどまっている．これは，アンケー

ト調査結果の分析から明らかなように，公共施設と周辺

建築物等の一体的な景観形成の推進という景観重要公共

施設制度の趣旨等が，十分には理解されていないことに

よると考える． 

そこで，景観重要公共施設制度の活用推進に向けて，

先進事例等の分析に基づき，制度の活用方策や制度活用

による効果等をより具体的に把握し，それらを広く周知

していく必要があると考える． 

b) 公共施設管理者との協議における留意事項の抽出 

アンケート調査結果の分析から，景観重要公共施設制

度の活用に当たり，景観行政団体が抱く公共施設管理者

との協議・同意のプロセスに対する抵抗感が，制度の活

用が進まない要因の一つであると考える． 

景観重要公共施設制度は，景観法で新たに創設された

制度であることから，景観行政団体が，これまでに経験

したことのない公共施設管理者との協議・同意のプロセ

スに対して抵抗感を抱くことは理解できる．その一方で，

すでに景観重要公共施設制度を活用している市町村は，

比較的積極的に国の機関や都道府県の管理する公共施設

を景観重要公共施設に指定していることから，こうした

抵抗感の低減に向けて，先進事例の分析等に基づき，協

議のスケジュール，協議内容，協議方法といった協議プ

ロセスを整理するとともに，協議にあたっての留意事項

を明らかにする必要があると考える． 

c) 継続的な協議・確認の体制や仕組みの構築 

景観計画の記載内容を分析した結果，整備に関する事

項については，考え方もしくは方針のみの記載が多く，

また構想・計画段階を対象として想定した記載が多いこ

とがわかった．こうした場合，景観計画に定められた事

項に即して行われる実際の整備が，景観行政団体の意図

と異なるものとならないよう，景観重要公共施設指定後

も，具体的な整備内容について，景観行政団体と当該公

共施設管理者との間で継続的に協議もしくは確認する体

制や仕組みを構築する必要があると考える． 

占用等の許可の基準については，約 7 割が基準の内容

を具体的に記載しているが，数値を用いた定量的基準を

設定しているのは全体の 6 割程度で，そのほとんどがマ

ンセル値による色彩の定量的基準であった．つまり，色

彩以外の形態や意匠，素材や配置等に関する基準は定性

的基準であり，基準への適合の判断は管理者に委ねられ

ることになる．そのため，占用等の許可の基準について

も，考え方もしくは方針のみ記載している場合や，裁量

的・定性的な基準を定めている場合等には，基準への適

合の判断が，景観行政団体の意図と異なる判断とならな

いよう，適合の判断について，景観行政団体と当該公共

施設管理者との間で，協議もしくは確認する体制や仕組

みを構築する必要があると考える． 

なお，アンケート調査結果の分析から，景観ガイドラ

インに，景観重要公共施設制度の代替としての役割が想

定されていることが読み取れたが，こうした景観ガイド

ラインについても，協議もしくは確認の体制や仕組みの

観点から，実態を分析する必要があると考える． 

以上に抽出した課題を踏まえ，先進事例に対するヒア

リング調査に基づき，景観重要公共施設制度の効果的な

活用に向けた留意事項について考察する． 

 

 

３．景観重要公共施設制度の活用に関する先進事例

分析 

 

(1) ヒアリング調査対象及び分析視点 

ヒアリング調査は，神奈川県内の景観計画策定団体の

うち，国の機関や県が管理する公共施設を景観重要公共

施設として指定している 5 市（本論ではこれをA～E 市・

町とする）に加え，景観重要公共施設管理者である県土

木事務所（本論ではこれをF 土木事務所とする）及び国

道管理事務所（本論ではこれをG国道管理事務所とする），

さらに県景観担当部局を対象として実施した．神奈川県

内の景観計画策定団体を対象としたのは，景観法制定以

来，神奈川県内では景観計画の策定が順調に進み（2009

（平成 21）年 8 月 1 日時点で 16 団体），また景観重要公

共施設制度を活用する景観行政団体も比較的多い（2009

（平成 21）年 8 月 1 日時点で 7 団体）ことによる． 

ヒアリングに当たっては，景観重要公共施設指定の背

景や経緯，同意に向けた協議プロセス，景観重要公共施

設制度活用による効果等について，担当者から対面式で

聞き取り調査を行った．なお，ヒアリング調査は，景観

重要公共施設制度の活用に関する情報を的確に把握する

ため，景観重要公共施設指定後のできるだけ早い時点で

実施したことから，前出のアンケート調査以前に実施し

たものも含まれている． 

ヒアリング調査結果は，前章で抽出した課題を踏まえ，

a) 制度活用のねらい，b) 同意に向けた協議プロセス，

c) 実際の整備や基準運用に当たっての体制及び仕組み，

d) 制度活用の効果，4 つの視点から整理・分析する．な

お，ヒアリング調査結果の概要は，表-1及び表-2に示す

通りである． 

 

 

 



 

 

 

 

表-1 ヒアリング調査結果の概要（景観行政団体）

景観行政団体 
項目 

A市 B 市 C 市 D 市 E 町 

ヒアリング 
年月日 

平成 19年 1月 15日 
平成 22年 8月 12日 

平成 22年 9月 6日 平成 22年 8月 26日 平成 18年 12月 28日 平成 18年 12月 20日 

景観計画策定 
年月日 

平成 19年 1月 1日 平成 20年 7月 1日 
平成 18年 6月 26日 

平成20年4月1日（施設指定）
平成21年9月1日（最終変更）

平成 17年 12月 16日 
平成21年5月1日（最終変更） 

平成 18年 5月 1日 

公共施設の種別 
（管理者） 

道路（県）、河川（県） 
都市公園（市） 
海岸（県）、漁港（市） 

道路（国・県・市） 
都市公園（市） 
海岸（県）、漁港（市） 

道路（国・県・市） 道路（国・市） 
道路（県・町） 
港湾（県）、漁港（町） 

占用等の許可 
基準の有無 

有り 有り 無し 有り 無し 

制度活用の 
ねらい 

○景観軸の骨格となる公共施
設を指定した 

○景観形成の先導的役割を担
うとともに、管理者の異な
る公共施設の一体的景観形
成を進めることをねらいと
した 

○景観軸を構成する公共施設
や重点区域内の重要な公共
施設を指定した 

○既存の計画やガイドライン
に基づく取組みを継承する
ことをねらいとした 

○市のシンボルとなる道路を
指定した 

○道路管理者ごとに異なって
いたガイドラインを一元化
することをねらいとした 

○重点区域内の主要道路を指
定した 

○景観形成をシンボル的に先
導する役割を担うことをね
らいとした 

○公共施設全般に地域の景観
形成上重要な役割を担って
いるとの考えから、町内の
全域の道路等を指定した 

○景観形成の先導的役割を担
うことをねらいとし、景観
先進自治体のイメージづく
りの一環として、景観重要
公共施設制度を活用するこ
と自体を重視した 

同意に向けた 
協議プロセス 

○協議期間は、1 年以上を要
した 

○公共施設の維持管理に当た
り、道路付属物等において、
整備当初とは異なる色彩が
目立つようになってきたこ
とから、定量的色彩基準を
設定した 

○県土木事務所等には、制度
の意義から説明を行う必要
があった 

○県景観担当部局が調整役と
して重要な役割を果たした 

○警察との協議にもかなりの
時間を要した 

○協議期間は、半年程度を要
した 

○いずれの公共施設において
も、協議は円滑に進行した

○景観計画策定以前からある
公共施設に関わる計画やガ
イドライン等の内容に基づ
き、整備に関する事項等を
設定した 

○いずれの公共施設も、新た
に事業を立ち上げるものは
なく、すでに何らかの景観
形成に関するガイドライン
等が策定済みであった 

○ある程度ベースとなるガイ
ドライン等があったため、
特に問題なく同意を得るこ
とができた 

○協議期間は、約 1 年半を要
した 

○景観計画策定以前からシン
ボル道路整備を行っていた

○既存のガイドライン等を基
に、同意を得やすい事項と
して、道路付属物を対象に
定量的色彩基準を設定した

○国・県・市の道路部局と個
別に協議を行った 

○国との協議は、国が道路付
属物等に関して同様の色彩
基準を策定していたことな
どから、それほど苦労せず
同意を得ることができた 

○県土木事務所等は、制度の
考え方等を伝える作業に時
間を要したが、県景観担当
部局のサポートもあり同意
を得ることができた 

○市の道路部局との協議は、
特に問題なく進んだ 

○周辺の公共施設を指定する
ことは想定していなかった

○市が策定する各種ガイドラ
インが、整備等に関する事
項を景観計画に定める際の
拠り所となった 

○協議期間は、半年程度を要
した 

○既存の景観形成基準に基づ
き、これを尊重するよう整
備に関する事項を定めた 

○県土木事務所等には、制度
の意義から説明を行う必要
があった 

○県景観担当部局が調整役と
して重要な役割を果たした

○同意に向けて、景観計画へ
の記載内容を可能な限り調
整・妥協した 

○占用等の許可の基準につい
ては、協議に時間がかかる
ことが想定されたことか
ら、設定しないこととした

実際の整備や 
基準運用に 
当たっての 

体制及び仕組み 

○県管理施設等の占用許可に
当たっては、景観計画に定
められた占用等の許可の基
準のうち、定性的基準への
適合を判断するため、市が
事前確認を行う運用の仕組
みを導入した 

○この仕組みは、県との協定
書の締結により担保した 

○年度に一度、県公共施設管
理者等との連絡調整会議を
実施し、年度内の公共施設
整備等について情報交換を
行っている 

○国・県・市の各管理者に対
して、整備等を行う際、市
担当課に協議するよう依頼
している 

○実際の整備に当たっての協
議の中で、具体的な整備内
容を決めていきたい 

○市管理施設については、全
庁的に協議の必要性が認知
されつつある 

○協議会等の設置は想定して
いない 

○国及び県管理施設の占用許
可に当たっては、景観計画
に定められた占用等の許可
の基準への適合を判断する
ため、市が事前確認を行う
運用の仕組みを導入した 

○申請者に運用の仕組みが十
分浸透していない点が課題
である 

○協議会等の設置は想定して
いない 

○整備は各事業者に任せてお
り、市では整備状況の確認
等は行っていない 

○景観重要公共施設の周辺も
含め、公共施設整備を行う
際、現在は市に協議しても
らっているが、特に協議の
仕組みは設けていない 

○占用等の許可の基準に関し
ては、市が事前確認を行う
など、運用の仕組みづくり
が課題である 

○景観重要公共施設管理者等
と景観協議会を設置し、施
設ごとの具体的な整備方針
や実際の整備に当たっての
協議の仕組み、さらに占用
等の許可の基準等について
協議する 

○景観形成基準が、整備を行
う際の協議・調整の拠り所
としての役割を果たすこと
になる 

制度活用の効果 

○すでに整備を行った施設で
あっても、整備に関する事
項や占用等の許可の基準等
を定めることで、維持管理
（景観管理）において有効
である 

○今後、新規整備が行われる
場合でも、景観管理の一環
として対応可能である 

○占用許可の事前確認の手続
きを定めておくことで、市
のほうでどのような占用物
件があるか把握できる 

○景観重要河川に架橋する橋
梁について、占用許可物件
となることから、市が事前
確認を行うとともに、市の
景観アドバイザーにアドバ
イスを仰ぎ整備に反映した 

○市管理施設は、景観重要公
共施設以外でも担当課から
相談が来るようになった 

○制度活用により、市の土木
サイドの景観に対する意識
が向上した 

○景観担当課との協議を通し
てよりよいものを創ろう
と、景観に対する意識が変
化した 

○景観重要公共施設周辺にお
いて、重点区域指定を検討
している 

○沿道で景観重点区域等の指
定は行っていないが、行為
の届出に当たり、整備に関
する事項等への配慮を求め
ている 

○景観重要道路指定が、周辺
を含めた公共施設整備にお
ける協議のきっかけや、沿
道の景観形成推進のきっか
けとなっている 

○管理者の異なる一連の道路
について、一定の方針のも
と整備を行うことが可能に
なった 

○景観重要道路がマラソンコ
ースの一部となったり、ド
ライバーからの評価も高か
ったりするなど、整備効果
が高まっている 

○管理者の異なる公共施設の
整備方針に、市の意向を盛
り込むことが可能になった 

○従来は、公共施設の景観形
成は町からのお願いという
立場だったが、制度活用に
より、景観形成基準を尊重
してもらえるようになった



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) ヒアリング調査結果の分析 

a) 制度活用のねらい 

まず，景観重要公共施設としては，景観軸を構成する

公共施設など地域景観の骨格となる施設や，地域の顔と

なるシンボル的な施設，さらに景観形成を重点的に行う

区域内の主要な施設といった，地域の景観形成において

特に重要な施設が指定されている．一方，E 町において

は，公共施設は全般に地域の景観形成上重要な役割を

担っているとの考えから，特に施設を限定せず，町内全

域の一般国道，県道，町道といったように，網羅的に施

設が指定されている．また，C 市やD 市のように，単体

の施設（道路）のみ指定される場合と，A 市やB 市のよ

うに一定の区域内にある複数の種別の公共施設が一体的

に指定される場合があることがわかる． 

次に，景観重要公共施設指定のねらいとしては，公共

施設における景観形成により，地域の景観形成の先導的

役割を担うことや，管理者ごとに個別に進められている

景観形成の取組みを一元的・一体的に進めることなどが

挙げられている． 

こうした先進事例の取組みから，景観重要公共施設制

度には，たとえば重点区域内の主要施設を指定する場合

など，公共施設と周辺建築物等との一体的な景観形成に

加え，地域景観の骨格やシンボル的役割を担う施設にお

ける先導的な景観形成，さらに，道路などの管理者が複

数にわたる一連の施設や一定区域内にある複数の種別の

施設における一体的な景観形成といった，さまざまな役

割が期待されていることを読み取ることができる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b) 同意に向けた協議プロセス 

同意に向けた協議プロセスに関して，まず，協議期間

については，おおむね半年から 1 年半程度の期間を要し

ていることがわかる．つまり，景観計画策定にあわせて

景観重要公共施設の指定を想定している場合は，あらか

じめ同意までの期間に配慮して協議スケジュールを設定

する必要がある．一方，景観計画策定後に景観重要公共

施設指定を想定している場合は，協議に一定の期間が必

要であることを認識し，対象施設や制度活用のねらい，

景観計画における位置付け等を十分に検討したうえで，

協議スケジュールを設定する必要がある． 

次に，協議内容については，管理者側から，協議の早

い段階から，景観行政団体がめざすべき景観像や景観形

成の方向性を明示することなどが求められている．これ

に対し，いずれの景観行政団体も，既存の景観関連計画

や景観ガイドライン等に基づく取組みを踏まえ，課題の

改善や取組みの増進に資するよう，あらかじめ整備に関

する事項や占用等の許可の基準を検討し，管理者等との

協議に臨んでいることがわかる．つまり，先進事例にお

いては，当該公共施設やその周辺等における既存の取組

みを拠り所として，景観行政団体と公共施設管理者との

間でめざすべき景観像を共有するとともに，制度活用に

よる景観形成のねらいをより明確にすることで，協議の

円滑化を図っていると考える．なお，アンケート調査結

果の分析から，景観ガイドラインに，景観重要公共施設

制度の代替としての役割が想定されていることが読み取

れたが，先進事例においては，景観ガイドラインに基づ

表-2 ヒアリング調査結果の概要（公共施設管理者等）

管理者等 
項目 

F土木事務所 G 国道管理事務所 県景観担当部局 

ヒアリング 
年月日 

平成 19年 1月 29日 平成 19年 1月 12日 平成 18年 12月 26日 

同意に向けた 
協議プロセス 

○市町村が景観重要公共施設を位置付ける場合に
は、具体的にどのような公共施設において、どの
ような事項を位置付けていきたいのか、明確にし
てから協議に臨むことが望ましい 

○事業スパンや事業の段階的なプロセスなど、公共
事業の幅広さを認識した上で、協議に臨むことが
求められる 

○公共事業のどの段階で、どのような事項について
協議を行う必要があるのか、事業・管理サイドと
景観サイドで認識を共有しておく必要がある 

○事業の上位の計画段階から、景観形成に関する検
討を行っていく必要がある 

○景観重要公共施設を指定する際には、整備・改修
時期との整合が重要である 

○市町村が国管理施設を景観重要公共施設として
指定することを考えている場合は、早い段階で相
談に来てもらいたい 

○景観形成の取組みは、道路区域内だけでは十分な
効果は期待できず、沿道建築物等の景観形成や地
域のまちづくりと一体となって取組みを進める
ことが望ましい 

○面的な景観形成の方向性があって、そのうえで道
路の景観整備が担う役割を考えるべきである 

○景観重要公共施設の協議体制のあり方や協議の
プロセスについて、事例を蓄積しながら検討する

○景観重要公共施設の協議に当たっては、市町村が
景観重要公共施設に関する事項を具体的に検討
する前に、県の事業・管理サイドと事前相談を行
うことが大切である 

○県景観担当部局の役割として、協議を行う際の県
窓口の一本化、会議の主催、さらに庁内調整など、
市町村と県の事業・管理サイドとの協議・同意が
円滑に進むよう、両者の橋渡しを行う調整役を担
っていくことを想定している 

実際の整備や 
基準運用に 
当たっての 

体制及び仕組み 

○景観協議会等を活用して、公共施設整備のどの段
階で、どのような事項について協議することが望
ましいのか、事例を積み重ねながら検討すること
を想定している 

○年度当初などに景観協議会を開催し、具体的にど
のような事業が予定されているのか、それらの事
業の中で、どの事業のどの事項について協議を行
う必要があるのかについて話し合い、その上で個
別の事業については、たとえば専門部会などを設
置して、具体的な協議を行ってくことが望ましい

○市町村の景観計画に位置付けられた占用等の許
可の基準について、土木事務所が判断することは
難しく、市町村の景観計画サイドがチェックする
しくみを整える必要がある 

○複数自治体にまたがる道路等は、景観重要公共施
設として広域的に位置付けることも想定される 

○景観重要公共施設として、具体的にどのような景
観形成を行いたいのか、市町村の意向がより明確
になっていたほうが、住民対応や予算要求が行い
やすい 

○広域における景観形成の方針策定や隣接自治体
間の調整等は、県の役割であると認識している 

○国道事務所としては、管内の道路付属物の色彩デ
ザイン指針を策定し、防護柵整備に関する景観整
備の内部運用基準として活用している 

○景観計画に基づく景観形成は、市町村が主体とな
って取り組むべきものであり、景観計画に定めら
れた占用等の許可の基準に則っているかどうか
は、市町村の判断に委ねられるべきである 

○占用等の許可の申請の手続きに、市町村のチェッ
クが入るようなしくみの検討が必要である 

○県景観条例に基づき、景観形成に関する基本方針
を策定した 

○景観重要公共施設の協議・同意の手続きや位置付
け後の運用方法等に関する手引書を作成した 

○広域調整に関しては、基本方針に、県土全域を対
象とした景観域及び景観軸を設定し、景観形成に
関する基本方向を提示した 

○基本方向に基づき、複数の市町村にまたがる広域
景観や公共施設の景観形成における自治体間の
連携・調整を図っていく 



く取組みを増進するよう，景観重要公共施設制度が活用

されていることがわかる． 

実際の協議に当たっては，県管理施設を景観重要公共

施設に指定しているA 市，C 市，及びE 町から，県管理

者に対する制度の趣旨等の説明に時間を要した点が課題

として指摘されており，県管理者側に制度の趣旨等が浸

透していないことがわかる．一方，こうした管理者への

制度の趣旨等の説明を含め，景観行政団体と管理者との

協議の調整役として，県景観担当部局の役割が評価され

ており，景観重要公共施設制度における都道府県景観担

当部局の役割を提示するものであると考える． 

また，管理者側から，協議に当たり，公共施設の事業

段階や事業プロセスに対する配慮等が要請されている．

これは，景観計画の策定プロセスと公共事業の事業プロ

セスとの相違に係わる指摘であり，同意に向けた協議プ

ロセスとともに，整備に関する事項や占用等の許可の基

準の記載内容，さらに実際の整備や基準の運用に当たっ

ての体制や仕組みとあわせて検討すべき課題であると考

える． 

c) 実際の整備や基準運用に当たっての体制及び仕組み 

整備に関する事項に即した整備の実施や，占用等の許

可の基準の運用に当たり，管理者側から，整備に関わる

継続的な協議体制の構築や，占用等の許可において基準

への適合を判断する際の景観行政団体による確認の仕組

みの導入が求められている． 

これに対し，E 町は景観重要公共施設管理者等と景観

協議会を設置し，実際の整備に当たっての具体的な整備

内容等について協議することとし，また，A 市は景観重

要公共施設管理者等との連絡調整会議を設置し，年度内

の公共施設整備等について情報交換を行うこととしてお

り，管理者との継続的な協議体制を整えている．一方，

B 市，C 市，及びD 市は，協議会等の協議体制は構築し

ておらず，担当者レベルでの任意の協議にとどまってお

り，たとえば担当者の異動等により適切に引継ぎが行わ

れない場合など，こうした協議が滞る可能性もあり，継

続的な協議体制の構築が課題であると考える． 

また，占用等の許可の基準を定めているA 市及びB 市

は，国及び県管理の景観重要公共施設における基準の運

用に当たり，基準への適合を判断する際，景観行政団体

が事前確認を行う運用の仕組みを導入している（図-10）．

こうした仕組みの導入により，特に裁量的・定性的基準

の適合を判断する際，景観行政団体の意向を適切に反映

することができると考える．ただし，B 市が課題として

指摘するように，こうした仕組みを適切に運用するため

には，占用等の申請者に対する情報提供など，十分な周

知が必要であると考える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 事前確認の仕組み 

なお，管理者側から，道路など広域の複数自治体にま

たがる公共施設を景観重要公共施設として指定する場合

は，県が広域調整の役割を担うべきとの認識が示されて

おり，これは景観重要公共施設制度における都道府県の

役割を提示するものであると考える． 

d) 制度活用の効果 

景観重要公共施設制度の活用により，周辺建築物等と

の一体的な景観形成や，管理者の異なる公共施設の整備

に対する景観行政団体の意向の反映といった，いわば直

接的な効果に加え，以下のような波及効果を把握するこ

とができる． 

まず，A 市やE 町のように，景観協議会などとして景

観重要公共施設の整備に関する継続的な協議体制を構築

することで，景観行政団体と公共施設管理者との日常的

な連携が強化され，たとえば当該施設の通常の維持管理

における補修・改修といった，整備に関する事項として

定めきれない詳細な事項についても，よりきめ細かく景

観行政団体の意向を反映することができると考える．ま

た，整備に関する事項として具体的な整備内容を定める

ことができなかったとしても，実際の整備にあたっては，

事業段階や事業プロセスに配慮しつつ，景観行政団体と

公共施設管理者との協議を通して，具体的な整備内容を

段階的に深化させるなど，柔軟な対応が可能になると考

える． 

また，A 市やB 市のように，管理者の異なる景観重要

公共施設における占用等の許可に当たり，景観行政団体

が事前確認を行う仕組みを定めておくことで，景観行政

団体側がそれまで把握することのできなかった占用物件

の全体像を把握することができるようになる．そうした

情報の蓄積は，占用等の許可の基準の見直しや拡充，さ

らに当該公共施設の景観面からの適切な維持管理等に活

かされると考える．加えて，A 市の景観重要河川への橋

梁の架橋事例のように，あらかじめ占用物件を把握する

ことで，占用等の許可の基準に照らして，占用物件の整

備に対しても景観行政団体の意向を反映することが可能

になると考える． 

市管理の公共施設 国・県管理の公共施設

事前確認書の
添付 

国・県管理者が
適合判断 

市管理者が
適合判断 

占用等の許可申請 

市へ事前確認 

占用等の許可 

行為の着手 



さらに，景観行政団体が管理する公共施設においても，

整備に関する事項や占用等の許可の基準に関する協議を

通して，公共施設の整備・管理部局の景観に対する意識

が高まり，景観重要公共施設以外の公共施設の整備に当

たっても，整備・管理部局から景観部局に相談が来るな

ど，庁内の景観に対する意識啓発や景観に係わる協議・

連携体制の強化につながっていると考える． 

一方，たとえば，景観重要公共施設指定を契機として，

施設周辺において景観重点区域の指定が進むといったよ

うに，制度活用による周辺地域の景観形成やまちづくり

への波及効果を読み取ることができる． 

 

 

４．景観重要公共施設制度の活用方策に関する考察 

 

アンケート調査等により抽出された景観重要公共施設

制度の活用上の課題を踏まえ，先進事例の取組みの分析

に基づき，景観重要公共施設制度の効果的な活用に向け

た留意事項について，(1) 効果を意識した制度活用方策

の検討，(2) 総合的景観形成に向けた整備に関する事項

等の設定，(3) 景観行政団体と公共施設管理者との連携

体制・仕組みの構築，3 つの視点から考察する． 

 

(1) 効果を意識した制度活用方策の検討 

景観重要公共施設制度の活用にあたっては，制度活用

による効果を十分に意識して，活用方策を検討する必要

があると考える． 

制度活用による効果としては，まず，周辺地域との関

係に着目すると，たとえば周辺地域において景観形成や

まちづくりの取組みが先行している場合等は，そうした

周辺地域の取組みと一体となった，あるいは取組みに配

慮した公共施設における景観形成の推進といった効果が

期待される．一方，たとえば良好な景観に恵まれている

地域や改善すべき景観上の課題を抱えている地域におい

て，景観形成やまちづくりの取組みが十分には進んでい

ない場合等は，公共施設における先導的な景観形成を契

機とした地域の取組みの推進といった効果が期待される． 

こうした効果の発現に資する活用方策としては，地域

の景観の骨格となる施設や地域の顔となるシンボル的な

施設など，地域の景観形成において特に重要な施設を景

観重要公共施設として指定することが考えられるが，い

ずれにおいても，景観重要公共施設指定とあわせて，当

該公共施設の周辺地域を景観重点区域に指定するなど，

景観計画に公共施設とその周辺地域の取組みを一体的に

位置付けることが重要であると考える． 

次に，管理者の異なる公共施設間の連携に着目すると，

公共施設においては，たとえ隣接していても，管理者が

異なる場合には，相互に連携することなく個別に景観形

成の取組みが進められることがあるが，そうした管理者

の異なる公共施設や種別の異なる複数の公共施設におけ

る，一元的・一体的な景観形成の推進といった効果が期

待される． 

こうした効果の発現に資する活用方策としては，たと

えば道路などの管理者が複数にわたる一連の施設や一定

区域内にある複数の種別の施設を景観重要公共施設とし

て一体的に指定し，共通した景観形成の方針に基づき，

整備に関する事項等を定めることが重要であると考える． 

また，景観行政団体と公共施設管理者，もしくは景観

部局と公共施設の整備・管理部局との連携に着目すると，

景観重要公共施設の整備等に関する相互の日常的な情報

共有・連携を通して，景観行政団体もしくは景観部局の

意向をきめ細かく反映した整備及び維持管理の実施，あ

るいは事業段階や事業プロセスに応じた柔軟な景観検討

の実施といった効果が期待される． 

こうした効果の発現に資する活用方策としては，整備

に関する事項等の検討・協議を通して，景観行政団体と

公共施設管理者，もしくは景観部局と公共施設の整備・

管理部局との連携を深めるとともに，景観に対する意識

を高め，景観重要公共施設の整備に関する継続的な協議

体制を構築したり，占用等の許可に当たり景観行政団体

が基準への適合の判断を事前確認する仕組みを導入した

りすることが重要であると考える． 

 

(2) 総合的な景観形成に資する整備に関する事項等の 

設定 

景観重要公共施設の制度の活用にあたっては，景観計

画の下で，公共施設と周辺の建築物等が一体となった総

合的な景観形成を進めることができるよう，景観計画に

定める景観形成の方針や建築物等の景観形成基準等と連

動して，景観重要公共施設の整備に関する事項等を設定

する必要がある．そのためには，景観行政団体と公共施

設管理者，もしくは景観部局と公共施設の整備・管理部

局との間で，整備に関する事項等の実施によりめざすべ

き景観像や景観形成の方向性を共有することが重要であ

ると考える． 

そこで，たとえば既存施設を景観重要公共施設に指定

する場合等は，当該公共施設やその周辺等における既存

の景観関連計画や景観ガイドライン等に基づく取組みを

踏まえ，整備に関する事項等の検討の早い段階から，制

度活用によりめざすべき景観像や景観形成の方向性につ

いて関係者が確認・共有するとともに，既存の取組みの

増進や課題の改善の視点から，より具体的に整備に関す

る事項等を設定することが重要であると考える． 

一方，新規に整備する施設を景観重要公共施設に指定

する場合や，既存施設であっても十分な取組みの蓄積が

ない場合等は，めざすべき景観像の共有や整備に関する



事項等の具体的な内容の検討に時間を要するため，景観

計画に具体的な内容を定めることができず，整備の方向

性や考え方のみ定めることが想定される．その場合，景

観行政団体と公共施設管理者等との間で，当該公共施設

の整備に関して，景観計画策定後も継続的に協議を行う

体制を整えるとともに，そうした協議の場を通して，事

業段階や事業プロセスに応じた具体的な整備内容につい

て段階的に検討を深めるなど，柔軟な対応を図ることが

重要であると考える．また，当該公共施設に係わる景観

ガイドライン等の作成により，景観計画に定めた整備に

関する事項等を補完することも効果的であると考える． 

なお，占用等の許可の基準は，公共施設管理者が基準

への適合を判断することから，適合を判断しやすい色彩

に関する基準がより多く設定される傾向にある．しかし，

周辺の建築物等と連動した総合的な景観形成を進めるた

めには，色彩以外の事項に関する基準の設定も重要であ

り，さらにそうした基準への適合の判断にあたり，景観

行政団体の意向を適切に反映することが重要であると考

える．そこで，公共施設管理者が適合を判断することが

難しい基準を設定する場合は，適合の判断にあたり景観

行政団体が事前確認を行う運用の仕組みもあわせて導入

することが効果的であると考える． 

 

(3) 景観行政団体と公共施設管理者との連携体制・仕組

みの構築 

公共施設の整備は，比較的長い期間にわたり行われ，

また，各事業段階において検討・実施する事項が異なっ

ている．さらに，事業プロセスも，公共施設の種別や事

業特性に応じて異なっている．そのため，景観計画に景

観重要公共施設の整備に関する事項等を定める際には，

こうした事業段階や事業プロセスに配慮するとともに，

事業の進捗にあわせて，景観計画に定めた事項を適宜評

価・見直し，必要に応じて変更・拡充していくことが重

要であると考える． 

そのためには，たとえば，整備に関する事項等の検討・

協議の段階から，景観協議会などとして景観重要公共施

設の整備に関する継続的な協議体制を構築し，景観行政

団体と公共施設管理者との日常的な連携を図っていくこ

とが効果的であると考える．これにより，景観計画に具

体的な整備内容を定めることができなかったとしても，

実際の整備や維持管理にあたり，景観行政団体と公共施

設管理者との協議を通して，具体的な整備内容を段階的

に深化させたり，景観計画に定めた事項を変更・拡充し

たりするなど，公共施設の整備状況に応じた柔軟な対応

が可能になると考える． 

また，景観行政団体とは管理者の異なる景観重要公共

施設において占用等の許可の基準を定める場合は，基準

への適合を判断する際，景観行政団体が事前確認を行う

運用の仕組みを導入することが効果的であると考える．

これにより，裁量的・定性的な基準への適合を判断する

際，景観行政団体の意向を適切に反映することができる

ほか，景観行政団体が占用物件の全体像を把握すること

ができるようになると考える．こうした仕組みを通して，

景観行政団体が占用物件に関する情報を蓄積することで，

占用等の許可の基準の見直しや拡充，さらに当該施設の

景観面からの適切な維持管理等が可能になると考える． 

なお，都道府県の景観担当部局は，こうした連携体制

や仕組みの構築にあたり，景観行政団体と公共施設管理

者との調整役としての役割や，道路など複数自治体にま

たがる公共施設を景観重要公共施設として指定する場合

等の広域調整の役割を担うことが重要であると考える． 

 

 

５．まとめ 

 

本論の成果をまとめると，次のようになる．本論では，

まず，全国の地方公共団体及び景観計画策定団体を対象

としたアンケート調査，さらに景観計画の記載内容の分

析に基づき，景観重要公共施設制度の活用実態を把握す

るとともに，制度を活用するうえでの課題を把握・整理

した．そのうえで，先進的に景観重要公共施設制度を活

用している神奈川県内の景観行政団体及び公共施設管理

者等を対象としたヒアリング調査に基づき，景観重要公

共施設制度の活用方策について分析した． 

さらに，先進事例の分析に基づき，景観重要公共施設

制度の効果的な活用に向けた留意事項について，効果を

意識した制度活用方策の検討，総合的景観形成に向けた

整備に関する事項等の設定，景観行政団体と公共施設管

理者との連携体制・仕組みの構築，3 つの視点から考察

した． 

こうした研究成果は，景観重要公共施設制度の効果的

な活用による，公共施設と建築物等が一体となった総合

的な景観形成に資する成果であると考える． 

なお，今後の研究課題としては，次の点を指摘するこ

とができる． 

まず，整備に関する事項に基づく実際の整備事例や，

占用等の許可の基準の実際の運用事例等の分析により，

整備に関する事項等として景観計画にどのような記載を

行うことが効果的であるか，記載内容や記載方法に関す

る研究を深める必要がある．あわせて，継続的な協議体

制や運用の仕組みについても，具体的な協議方法や運用

方法等について研究することが考えられる． 

また，景観重要公共施設制度を補完あるいは代替する

役割が期待される景観ガイドラインについて，運用実態

の分析等を踏まえ，ガイドラインのあり方等について研

究することも重要である． 



さらに，景観重要公共施設制度を活用する上での都道

府県景観担当部局の役割について，広域調整のあり方も

含めて研究する必要があると考える． 
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